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土地利用データベースの構築に向けた検討調査業務に関する業務 

受託候補者選定要領 

 

制定 令和元年９月３０日 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，土地利用データベースの構築に向けた検討調査業務について，都市計

画の推進に関する業務受託候補者選定要綱（以下「要綱」という。）により受託候補者の

選定を行うために必要な事項を定めるものとする。 

 

（委託費用の上限） 

第２条 要綱第３条に規定する別に定める委託費用の上限は，４，２００，０００円とする。

ただし，当該委託費用の上限には，消費税及び地方消費税を含むものとする。 

 

（受託希望者の募集） 

第３条 要綱第４条第８項に規定する受託希望者の募集の詳細については，次の各号に掲

げるとおりとする。 

⑴ 要綱第４条第３項に定める申込書の提出は，令和元年９月３０日午前１０時から同

年１０月７日午後５時までに，土地利用データベースの構築に向けた検討調査業務受

託申込書（第１号様式）を京都市に提出するものとする。 

⑵ 要綱第４条第４項に定める提案書の提出は，令和元年９月３０日午前１０時から同

年１０月１１日午後５時までに，次に掲げる事項を記載した土地利用データベースの

構築に向けた検討調査業務に関する提案書（第２号様式）（以下「提案書」という。）に，

見積書を添え，提出するものとする。 

また，本店又は支店の所在地が京都市内である場合は，所在地を証明する会社・法人

の登記事項証明書（提案書提出日の３箇月以内に取得）を提出すること。 

ア 本業務に関する提案 

次に掲げる事項について記載すること。（提案に当たっては図表等を用いて分かり

やすい表現に努めること。また，本業務と同種の業務に携わった実績がある場合，提

案書とは別に，その資料を添付することも可とする。） 

   (ア) 土地利用データベースにおける土地形状データ及び家屋形状データに保有させ

る属性情報並びに形状データに属性情報を保有させる方法 

   (イ) 「土地利用データベースの構築に向けた検討調査業務委託仕様書」のうち，「３ 

業務委託の内容」に記載した事項について，効果的な業務の進め方や各種検討方法

等 

イ 本業務の実施体制 

本業務を実施する場合の実施責任者及び従事する全ての職員について，氏名，経験

年数，保有する資格及び主な履歴等を記載すること。 
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別紙１の本業務に関する提案については，下記ウについて記載すること。 

別紙２の本業務と同種の業務実績については，業務名，発注者，受託期間及び業務

内容・特徴を記載すること。記載できる実績は，直近１０年以内のもので，同種の業

務（ＧＩＳシステムを活用したデータベース整備や情報分析に関する業務）について合計

２件までとする。 

なお，その実績が京都市におけるものか否かは問わない。 

ウ 受託希望金額（消費税及び地方消費税を含む。） 

⑶ 次に掲げる提案書は失格とする。 

ア 提出期限，提出先及び提出方法に適合しないもの。 

イ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

エ 虚偽の内容が記載されているもの。 

⑷ 要綱第４条第５項に定める質問は，令和元年９月３０日午前１０時から同年１０月

７日午後５時までに，行わなければならないものとする。 

⑸ 要綱第４条第６項に定めるホームページでの公開は，令和元年１０月９日午前１０

時までに行うものとする。 

 

（受託候補者選定委員会） 

第４条 要綱第５条第３項に規定する受託候補者選定委員会の委員長は，都市計画局都市

企画部都市計画担当部長とする。 

２ 要綱第５条第５項に規定する受託候補者選定委員会の構成員は，次の各号に掲げる者

とする。 

⑴ 都市計画局都市企画部都市計画担当部長 

⑵ 都市計画局都市企画部都市計画課長 

⑶ 都市計画局都市企画部都市計画課調整担当課長 

⑷ 都市計画局都市企画部都市計画課土地利用計画担当課長 

⑸ 都市計画局都市企画部都市計画地域係長 

３ 受託候補者選定委員会は，構成員の過半数をもって，成立するものとする。 

 

（受託候補者の選定等） 

第５条 要綱第５条第９項に規定する別に定める選定方法の詳細は，次の各号に掲げると

おりとする。 

⑴ 受託候補者選定委員会は，受託希望者から提出された提案書の内容に基づいて，第３

条第２号アからウに掲げる事項を評価する。 

⑵ 前号の規定による評価は，別表により受託候補者選定委員会の各委員が評価し，算出

した評価点の平均点をもって充てる。 

⑶ 受託候補者選定委員会は，第１号の規定による評価の得点の合計が最大となる者を，

受託候補者として選定する。ただし，得点の合計が最大となる者が２者以上となった場
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合には，受託候補者選定委員会において協議のうえ，１者を受託候補者として選定する。 

⑷ 受託希望者が１者の場合にあっては，本業務委託を受託するに当たり，適切に業務を

遂行できるかを総合的に判断し，選定する。 

⑸ 受託候補者選定委員会は，第１号の規定による評価の得点の合計が最大となる者に

ついて，業務を実施する能力に満たないと認める場合においては，前号の規定にかかわ

らず，受託候補者として選定しないことができる。 

 

（補則） 

第６条 この要領の実施に関し必要な事項は，都市計画局都市企画部長が定める。 

 

附則 

この要領は，決定の日から施行する。
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（別表） 

選定評価基準 

 

⑴ 提案の的確性 

評価項目 評価事項 
評 価 

備考 
A B C D E 

提案事項の理解度 
提案事項の趣旨を理解し

ているか。また，提案の視

点は妥当か。 

極めて 

良好 
良好 普通 

やや 

不十分 
不十分 

提案書別

紙 1 

提案の説得力・独創性 

過去の業務実績が活かさ

れているなど，提案内容に

説得力があるか。 

業界のノウハウや情報を

活用しているなど，提案内

容に独創性があるか。 

極めて 

十分 
十分 普通 

やや 

不十分 
不十分 

提案書別

紙 1 

 

⑵ 業務実施体制 

評価項目 評価事項 
評 価 

備考 
A B C D E 

業務実施の方針・進め方 
業務を効果的に行うための

手法や遂行方法が妥当か。 
極めて 

良好 
良好 普通 

やや 

不十分 
不十分 

提案書別紙

1 

 

評価項目 評価事項 
評 価 

備考 
A B C 

本店等の所在地 
本店又は支店の所在地が京

都市内であるか。 

本店所在地が

京都市内 
支店所在地が

京都市内 
本店所在地

が京都市外 
提案書 

管
理
技
術
者
及
び
担
当
技
術
者
※
１

の
業
務
実
績 

管理技術者の同種

業務の実績※2 

調査や検討に関する同種業

務の実績を有しているか。 

4ポイント 

以上 
A又は C以外 実績なし 

提案書別紙

2 

管理技術者の 資

格，経験年数 

業務に適した資格及び経験

を有しているか。 

技術士で 

資格取得後 

5年以上 

 

技術士で 

資格取得後 

5 年未満 

提案書別紙

2 

担当技術者※1 の

同種業務の実績※

2 

調査や検討に関する同種業

務の実績を有しているか。 

4ポイント 

以上 
A又は C以外 実績なし 

提案書別紙

2 

担当技術者※1 の

資格，経験年数 

業務に適した資格及び経験

を有しているか。 

技術士で 

資格取得後 

5年以上 

 

技術士で 

資格取得後 

5 年未満 

提案書別紙

2 

業
務
体
制
の 

充
実
度 

管理技術者の従事

している他業務の

状況 

当該業務以外に従事してい

る又は従事する予定の業務

があるか。 

1件以下 A又は C以外 5件以上 
提案書別紙

2 

担当技術者の従事

している他業務の

状況 

当該業務以外に従事してい

る又は従事する予定の業務

があるか。 

0件 1件 2件以上 
提案書別紙

2 

※1 担当技術者が複数名の場合は，本業務の履行に関し，主担当となって業務を担当する者（受託希望

者が定めた１名）とする。 

※2 本業務と同種の業務実績 1件につき 2ポイントを加算する。 
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⑶ 受託希望金額 

評価項目 評価事項 評 価 備考 

受託希望金額 
受託希望金額に応じて

配点を行う。※3 
A B C D E 提案書別紙 1 

※3 評価は，以下の 5段階とする。 

  A=3,864千円未満 

  B=3,864千円以上 3,948 千円未満 

  C=3,948千円以上 4,032 千円未満 

  D=4,032千円以上 4,116 千円未満 

  E=4,116千円以上



第１号様式（第３条関係） 
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令和元年  月  日 

 

(あて先 )京都市長  

 

 

会 社 名  

所 在 地  

 

代 表 者 ○印 

電話番号  

担 当 者  

 

 

 

 

土地利用データベースの整備に向けた検討調査業務受託申込書 

 

 

 

 

土地利用データベースの整備に向けた検討調査業務の受託を希望するので，受託希望者として申

し込みます。提案書については，受託候補者選定に係る提案書作成等説明書に基づいて提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提出先） 京都市都市計画局 都市企画部 都市計画課（地域担当：大西） 

〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

電話 ０７５－２２２－３５０５  ＦＡＸ ０７５－２２２－３４７２ 

 



第２号様式（第３条関係） 

 

土地利用データベースの整備に向けた検討調査業務に関する提案書 

 

令和元年  月  日 

 

(あて先)京都市長 様 

(提案者)会社名                   

所在地                   

代表者                ○印   

 

土地利用データベースの整備に向けた検討調査業務を受託したいので，下記のとおり提案しま

す。 

 

記 

 

１ 本業務に関する提案 

別紙１のとおり 

 

２ 本業務の実施体制 

 予定技術者名 所属・役職名 担当する業務分野 

管理技術者    

担当技術者    

照査技術者    

そ の 他 の 

担当技術者 

   

※ 担当技術者が複数名の場合は，各々が担当する業務分野を記入してください。 

※ 特段の理由がない限り，上記実施体制の変更は認めません。 

※ 管理技術者と担当技術者の兼任は，原則認めません。やむを得ず兼任する場合は，受託
候補者の選定において，担当技術者に係る評価項目をすべて最低ランクで採点しますの
で，あらかじめ御了承ください。 

※ 本業務を実施する場合の従事する全ての職員について，氏名，保有する資格及び業務実
績等を別紙２のとおり記載してください。 

 

３ 受託希望金額 

受託希望金額               円(消費税及び地方消費税を含む。) 

※ 受託希望金額の算出根拠となる見積書を１部添付してください。 

 

注１： 見積書（１部），提案書（７部）及び添付資料（７部）を提出してください。 

提案書（別紙１及び別紙２を含む。）は，６部を左上ホッチキス留めとし，１部を複写用

として製本せずにクリップ留め等としてください。 

注２： 本店又は支店の所在地が京都市内である場合は，所在地を証明する会社・法人の登記事

項証明書（提案書提出日の３箇月以内に取得）を提出してください。 



 

 

（別紙１） 

本業務に関する提案 

（提案は，土地利用データベースの整備に向けた検討調査業務受託候補者選定に係る提案書作

成等説明書に掲げる「２ 提案書作成要領」に沿って行うこと。） 

１ 土地利用データベースにおける土地形状データ及び家屋形状データに保有させる属性情

報並びに形状データに属性情報を保有させる方法 

 

２ 効果的な業務の進め方や各種検討方法等 

※１ 提案にあたっては，図表等を用いて分かりやすい表現に努めること。また，本業務と同種

の業務に携わった実績がある場合，提案書とは別にその資料を添付することも可とします。 

※２ 記載の枠を広げたり削除することは構いませんが，サイズはＡ３サイズを上限とします。

また，提出はＡ４片面刷り換算で６枚以内（Ａ３片面刷り換算で３枚以内）とし，上記※１

の実績に関する添付資料は枚数に含めないこととします。  



 

 

（別紙２） 

予定技術者の経歴及び業務実績等 

※１ 管理技術者・担当技術者（□主担当※２） 担当する業務分野  

氏 名  生 年 月 日   

所属・役職  

所有する資格（資格の種類，部門，取得年月日） 

 

 

 

職歴，業務経歴 

 

 

 

本業務と同種の業務実績 

実
績
１ 

業 務 名  

発注者  受託期間  

業務内容・特徴 
 

実
績
２ 

業 務 名  

発注者  受託期間  

業務内容・特徴 
 

その他の経歴（発表論文，表彰，取得特許，行政委員等） 

 

 

 

手持ち業務の状況（令和元年１０月１日現在の状況及び令和元年度の予定） 

業 務 名 発注機関 契約期間 内容・特徴 

 

 

 

 

 

  

※１ 管理技術者又は担当技術者のいずれかに○をし，本業務を実施する場合に従事する予定

技術者ごとに作成してください。 

※２ 担当技術者が複数名の場合は，本業務の履行に関し，主担当となって業務を担当する者

（受託希望者が定めた１名）について，□にチェックを記入してください。 

 


